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経済・経営系学部における情報処理教育（2)
－専門教育における情報処理教育のあり方一
1 .緒言
土木佐季子
般若裕子
太田雅晴
コンピュータの多目的な利用法が進展する現代社会では，今後新たに，企画，
設計，営業などの非構造的な意思決定を必要とする業務がコンピュータの支援
の下で行われ，各業務の専門家がコンビュータを自分の仕事環境に取り込むよ
うになるのに多くの時間は要しないだろう。このように，情報技術の戦略的活
用が叫ばれる中，経済・経営系学部の卒業生は，包括的な知識と情報技術との
リンクを嘱望され，その経営環境への対応に直面することとなる。この環境に
対処するための基礎能力と認識を培うカリキュラムを教育の一環として提供す
ることは大学の義務ともなりつつあるが その体系化は緒についたばかりで模
索状態にある。
従来，コンピュータに関する教育は，主に技術者や研究者を養成する過程で
行われていたが，今後は社会の情報化に適切に対応できる基礎的な資質を養う
という見地から，全ての人に，情報や情報手段を主体的に活用する能力（情報
活用能力）を育成するための教育を進めることが必要で、ある。
本研究では，この観点に立ち 経済・経営系の情報処理教育方針を検討して
おり，先に，在校生のアンケート分析を基に，その導入教育のカリキュラムお
よび教育方法の検討結果を報告した。 ）専門分野における情報処理教育につい
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ては，学部特有なものであるため，学部独自の教育目標を明確にし， さらに卒
業生がおかれている社会環境，業務の現状を把握し，その教育カリキュラム，
教育内容，教育方法を作成する必要があると考えられる。本稿ではこの視点か
ら，まず専門分野における情報処理教育の背景について他大学の現状を述べる。
また，小・中等教育での情報教育の導入は，将来，学部の教育にも影響するこ
とが考えられ，その現状についても併記する。次に，卒業生に対して行ったア
ンケート調査から企業内での現状を概観し，最後にその結果を踏まえて，専門
分野における情報処理教育のカリキュラム拡充と強化およびその教育方法を提
案する。
2. 専門分野における情報処理教育の背景
2. 1 初等・中等教育での情報教育導入
日本の情報教育は，工業高校，商業高校等での職業教育として以前から行わ
れてきたが，新しい指導要領に基づいて，小学校では平成 4 年度から始まり，
中学校ではその翌年度から技術・家庭科の「情報基礎J （選択領域）を中心に
始まった。
(1) コンピュータの設置状況
表 2 -1. コンビュータ設置状況（平成 3 年度，小・中・高等学校）
学校数 コンピュータを 設置率 コンピュータの 平均設置設置する学校数 設置台数 ぷ口品、 数
校 校 % i口a、 4口a、
小学校 24 267 12,188 50.2 46,068 3.8 
中学校 10,551 9,087 86.1 116,674 12.8 
高等学校 4,167 4 144 99.4 168,441 40.6 
Z口b、 計 38,985 25,419 65.2 331, 183 13.0 
（注（ 2 -2) 2 ）の参考文献より引用）
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図 2 ー 1 .コンビュータ設置率の推移（小・中・高等学校）
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図 2-2. コンビュータ設置台数の推移（小・中・高等学校）
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文部省が行った公立校における情報教育の実態調査結果（2-2 ）によれば， 「コ
ンピュータ設置状況」 （表 2 - 1 ）から平成 3 年度のコンピュータの普及率を
みると，小学校で50% を越え，中学校では86%，高等学校は100% に近い数字が
出ている。 「コンビュータ設置率の推移」 （図 2 - 1 ）をみると，高等学校に
おいては，昭和63年度から 100% に近い数字が出ているが，小・中学校ではこの
数年間に急激な伸びを示している。これは平成 4 年度から中学校で「情報基礎J
が始まることに関係していると考えられる D また 中学校におけるコンピュー
タの設置台数（図 2 -2 ）は，平成 3 年度で116,674台という数字がでており，
これは前年度の65,283台の約 2 倍である。つまり，平成 2 年度までに導入され
た全ての台数とほぼ同数のコンピュータが設置されたという驚異的な増加となっ
ている。
しかし，学校に設置されたコンピュータ 1 台に割り当てられる人数は，平成
4 年度 3 月現在で小学校が約90人，中学校が約40人，高等学校で約30人という
数字になる。 ヒの調査（表 2 - 1 ）の時点は，中学校での新指導要領実施の
1 年前であるので，実施が開始された平成 5 年度においては コンピュータの
設置率はほぼ100% に，設置台数もさらに大幅に増加していると予想され，（ト 4)
ハードウェアの面では，着々とコンピュータ教育の設備が整いつつあるが， 1 
台の割当人数，また指導教員等の現状を併せ考えると，情報教育はまだまだ緒
についたばかりと言える。
(2) 新学習指導要領にみる「情報化への対応j
平成元年 3 月に改訂された学習指導要領の情報化への対応は，その様々な局
面が，各学校段階と各教科等にわたって検討され，必要な内容が示されている。
教育課程審議会の答申（昭和62年12月）による各教科内容等の共通な改善方針
としては， 「社会の情報化に主体的に対応できる基礎的な資質を養う観点から，
情報の理解，選択，処理，創造などに必要な能力及びコンビュータ等の情報手
段を活用する能力と態度の育成が図られるように配慮する。」ということが挙
げられ，この方針の下に，教育内容及び方法の具体的な改善内容が示されている。
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教育内容については 次の 4 つの視点が基本となっている。
①情報の判断，選択整理処理能力及び新たな情報の創造，伝達能力
②情報化社会の特質情報化の社会や人聞に対する影響の理解
③情報の重要性の認識，情報に対する責任感
④情報科学の基礎及び情報手段（特にコンビュータ）の特徴の理解，基本的な
操作能力等の習得
④については，情報化社会の科学的背景を理解するために必要な基本的な概
念やコンピュータをはじめとする多様な情報手段の特徴，役割，利用できる領
域とその限界などについて理解させるとともに コンビュータに代表される情
報手段を手軽に使いこなし，理論的な思考力や情報を自由に発信できる能力の
基礎を育成するために，プログラミング ソフトウェアの活用など情報手段の
基本的な操作能力を育成することの必要性を意味している。
教育方法としてのコンピュータの活用に当たっては，学校教育本来の目的を
達成するという観点に立って，児童生徒の理解を助け，自発的な学習を支援し，
思考力を鍛え創造力を発揮させること等をねらいとして行うとしている。（ト 5)
このように，基礎的な情報処理能力を養うための教育は，初等・中等教育で
の情報教育に相当程度分与できるようになると考えられるが，現段階ではまだ
まだ問題点が多くあるように見受けられる。
例えば，平成 5 年 8 月に聞かれた教育関係者による情報教育フォーラム（ 2 6) 
では，コンピュータ教育について 「詰め込みすぎでコンピュータ嫌いをつく
る可能性が高い」といった現場からの声があがっている。そして，技術家庭科
の「情報基礎」では， 30時間程度をかけコンピュータの使い方や現代社会での
情報利用のあり方を教えるものであるが，これは工業高専の一年生にその 3 倍
の時間をかけて教える内容であり，教えきろうとすれば消化不良になるという。
また，兵庫県川西市教育委員会が阪神地区の16中学校からアンケートを回収し
たところ， 「生徒側はコンピュータでのゲームや音楽 グラフイックなど高度
な活用を期待しているのに，先生側は面倒な内容が多い基本から教えようとし
ウ
t
門ベ
U
? ?
ていた」といったような先生と生徒の意識のギャップを挙げ これは「生徒の
興味を失いかねない」とみている。一方，高等学校では平成 6 年度から新教育
課程がスタートし コンビュータを各教科で積極的に利用することになってい
るが，大阪府立高等学校の先生でつくるパソコンソフト研究会が，普通科の全
校にアンケートした結果，利用を考える高等学校は全体の 3 分の 2 程度で， し
かも就職する生徒向けの商業科目での利用が多く「大学に進学する生徒は受け
られないだろう」という考えが出たと報告している。
さらに，実用的な情報処理（情報活用）能力の教育においては，大学の各専
門分野の教育によって培われる問題認識無しには存在し得ないと考えられる。
2. 3 大学における情報処理教育
(1) 大学の一般情報処理教育への指針
文部省は，情報専門学科以外の一般情報処理教育の推進体制の充実を目指し，
平成 4 年度に情報処理学会に対し 「大学等における一般情報処理教育に関す
る調査研究J の委嘱を行った。これによると 一般情報処理教育の教育理
念（教育目標）は， 「将来，社会のリーダーシップをとるべき大学生などに，
コンピュータ並びに情報という概念を理解させ，それを自在に活用する能力を
身につけさせること」にあり，この教育理念を実現するための具体的な教育内
容として，
・コンピュータ・リテラシー教育
．プログラミング教育
－教養・概念教育
の 3 つの教育項目を提示している。また，具体的な教育目標には，次を挙げて
いる。
①知識と情報を資産とする情報社会において 情報の価値を知ると共に，これ
を使いこなして生きるための対応力を習得させる。
②情報に関する基本的概念（情報処理の動作原理とその可能性，限界）を身に
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つけさせる。
③情報機器に慣れ親しむ機会を与え，情報システムに関する恐怖・過信がない
ようにする。
(2）経済・経営系学部における専門的情報処理教育の現状
現在，経済・経営系学部において，その専門的情報処理教育が実施されてい
る大学は，極僅かであり，その教育目的，教育方法は様々である。
例えば，立正大学経営学部においては， 1989年度から新入生全員にラップトッ
プ型パソコンといくつかの基本ソフトを所有させ，日常的に利用せざるを得な
いような学習環境の構築を目指して， 「特別情報教育フ。ログラム」をスタート
させ，その基本的目的を「学生が自らの学習上の問題点の摘出とその解決にパ
ソコンを有効的かつ創造的に活用できる突破口を開くこととにある。 J として
いる。ここでは，経営諸科学とコンビュータの統合に関する確定した見解が明
示されない限り，カリキュラムの根本的変更は困難であるという見識より，こ
のプログラムを現行カリキュラムに対する補助システムとして位置づけ，それ
ぞれの学年次に現行カリキュラムの中の情報系科目の一部（情報処理論，プロ
グラミング，経営情報システム論，経営分析，マネージメント・ゲーム）を特
経営学部
簿記原理会計学総論
経営学総論
経営管理論
プロ・ゼミ
財務管理
財務会計
入門講習会
・ワーフロ
ｷ Lotusl-2-3 
．通信
情報教育環境の
改善と刺激
ｷCAI 
－秩序的課題
．相談窓口
（注（ 2 -10）の参考文献より引用）
図 2-3. 立正大学経営学部における「特別情報プ口グラム」の位置
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別情報教育プログラム向きの内容にしている。つまり これらの科目に公式カ
リキユラムと「特別情報教育フ。ログラム」と架橋する役割を担わせているので
ある（図 2 - 3 ）。（ 2 一日）
また，経営情報学系（ 2一日）の学部・学科の情報教育の現状は，経営情報学会の
経営情報カリキュラム研究部会が，理系・文系を問わず多くの大学・短大の経
営情報学関連カリキユラムについての資料収集，ヒヤリング，実地調査等を行
い，また民間企業，コンサルティング・フォームにおける情報処理教育の実態
についても調査しており，それらは，経済・経営系学部の情報処理教育カリキュ
ラムを考える上で参考となる点が多々ある。（ 2 -12) 
(3）本学における情報処理教育の概要
本学部での情報処理教育は，新教育課程の施行以前は 3 年次の「プログラミ
ング演習」 ( 4 単位，選択）により実施してきた。その内容は基礎的な情報処
理技術の習得に多くの時聞が費やされ，学部で行うべき問題解決のための応用
的な教育に十分な時聞が費やせない現状であったが，平成 5 年度の新教育課程
の実施に伴い本大学全学生を対象とした情報処理に関する教養科目（「情報処
理」 2 単位，選択）が開講されるようになり， 1 年次から情報処理の基礎を習
得できるようになった。これにより，近い将来，専門分野の情報処理教育は，
専門性に特化することが可能となる。
マシン環境についても新教育課程の施行以前においては 情報処理センター
の演習室（インテリジェント端末50台設置）一室を他学部と共有するといった
履修生の演習時間以外の使用が困難な状況であったが，現在はこのような全学
共通の演習室が経済学部，教育学部，工学部の三学部に各一教室増設され，教
養科目が開講されているとは言え，演習室未使用の時間も多くなった。つまり
時間的には，学生が他の講義の空き時間に自習しやすい環境になったのである。
しかし，演習時間以外の質問窓口が整っていないことや他学部にある演習室は
使用しにくいということなどから，演習室の空き時間はあまり生かされていな
い現状である。
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また，演習における指導者は，教養科目の「情報処理J については，教官 1
名， 「プログラミング演習」では，教官 2 名であることから，一斉演習中にお
いても演習時間外においても，個々の学生への対応がいまだ困難な状況にある。
3. 卒業生の情報関連教育に関する企業内での現状と大学への期待
3. 1 卒業生の就職状況
本学部卒業生の業種別就職状況を過去 5 年間（昭和62～平成 3 年度）につい
てみると，（ 3 1) 「コンピュータ・ O A，情報処理サービス業（23.7% ）」，
「金融・保険業（21.6%) J ' 「建設，製造業（ 17.6% ）」， 「教育・公務員
(13.5% ）」， 「卸売・小売業 (10.2% ）」の 5 業種で全体の 8 割以上を占める
（図 3 - 1 ）。卒業年度別に就職状況をみると（図 3 -2) ' 「コンピュータ・
0 A，情報処理サービス業」への就職率は，昭和62年度では12.9% と業種別で
は 4 番目に位置していたが，その後年々増加し， 4 年後の平成 3 年度には 2 倍
以上である29.6% となり 業種別でもトップとなっている。これは，社会的に
この業種に関わる企業が増加していることに関係しているが，換言すれば，経
済学部の学生もこの情報化社会に組み入れられるということが明らかであると
。
、「ノトi阜、ぇ一一百
·；~~~~~t＇圏金融・保険~建設・製造園教育・公務
図卸売・小売 図サービス回運輸・通信輔君・ガス
23. 7 21. 6 17. 6 
3. g 
13. 5 10. 2 6.6 1.2 
。 10 20 30 40 50 60 70 80 
［先］
図 3-1. 業種別就職状況（昭和62～平成 3 年度）
- 9 (141 ）一
［幻
50 
コン t0 i-7 ・ OA 金融・保険
建設・製造教育・公務
情報処理トピス
40 
卸売・小売 スガ気電
言通道輸水運
スピサ
30 
度
9026
一年
J‘ JY
．
mJ北三
zY
ベ一郎
－－
ew
－－幽－
a
uuq
………一ヨ
1
＼
J’』一一…一
＼〆～四一一…一度、，
avhM
叩削…一ロド
・
1
・網”；：
iL
、76J
ィ・ち
OM4
一
1
一？に
υ
訂－
rnb
一心，
P22ι
ニむ
〆司－一＼由…～ニ－門，一 町一～
3
dF
一、回一一二
〆一、回一一…一度1μ9
一？
0
・Li
…！一！二年
FιdFh
山山
iMLMP
いμ…リ…ム元
FO
’uh
－－－，
1Jt1tt
戸
tim1J
・一品川応
／～～
J＼一一一一刊
id
～
6J
＼二日一渡
ベコ
81a
♂
99J
…5
・9
一向
;;;::: 236Jl
＼匂と
ι
…L五
hm
／
U
＼戸
qv
一和
h
：／・＼，河川 回
』，
F4eaFU
－－
rbEb
～
Jヘ．町一
九＼一～…一度λ
＼
1
日
l
～4
…4
一年
h
、・・
4H
・・一
2
ト
6S6J6
1』門川同
4京句
。刀ロ
図 3-2. 業種別就職状況（卒業年度別）
3. 2 卒業生へのアンケートとその分析
情報に関係する産業に関わる学生が30% にも達している状況は，専門教育を
考える上で無視することはできない。企業内教育が，どこの就職先でも充実し
て行われているとは考えにくいことや，現状の業務に特化したものであること
が多いと考えられることから，学部時代の教育が就職後の情報処理能力やシス
テム構築能力に影響することが予想される。その現状を把握し学部教育に反映
させるには，それを知る卒業生の意識・現状を調査することが得策であるとの
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考え方の下に，卒業生に対しアンケート調査を行った。
(1) アンケートの概要
今回（平成 4 年11月 15 日から同年12月 15 日）実施したアンケートの調査対象
は昭和62年度から平成 3 年度の本学部卒業生のほぼ全員である（対象者数： 1,640
人）。標本抽出方法および調査方法は，調査対象者すべてに往復ハガキでアン
ケート票を往信し，返信のあったものを標本とする方法を採った（標本数（有
効回答数） : 384）。回収率は23.4% と高率であり（表 3 - 1 ），母校の情報関
連教育への関心の高さを示す結果となった。調査項目の概要は以下のとおりで
ある。
①従事する業務
②コンピュータの使用目的
③企業内教育の現状
④情報化計画への関わり
⑤学部教育内容への期待項目
②の「仕事上，コンビュータをどういう目的で使用しているかj ，③の「情
報処理関係の企業内教育・研修をどの程度受けたかJ ，④の「今までに企業内
のどのような情報化計画に関わったか」ということからは，企業内の状況を把
握する目的で，また同じく④の「今後，企業内のどういう情報化計画に関わる
と思うか」という予測と⑤の「経済学部での教育内容の期待項目は何か」とい
表 3-1. アンケ－卜回収状況
卒業年度 卒業者数 有効回答数 有効回答率
人 % 
昭和 62 250 69 2 7 .6 
昭和 63 258 54 2 0 .9 
平成元 324 77 2 3 .8 
平成 2 429 89 2 0 .7 
平成 3 379 95 2 5 .1 
ムロ 計 1 6 4 0 384 2 3 .4 
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卒業 情報
年度 処理
昭和62
昭和 63
平成元
平成 2
平成 3
計
卒業年度
昭和62
昭和63
平成元
平成 2
平成 3
6 
12 
14 
13 
17 
62 
。
総務
23 
12 
20 
17 
16 
88 
20 
表 3-2. 従事する業務内容
営業 調査 経理 人事 研究企画 教育 開発
22 4 7 2 。
15 2 3 2 。
16 4 7 7 3 
28 9 4 3 4 
29 5 8 3 7 
110 24 29 17 14 
40 60 80 
関情報処理閣総務囚営業•：：
理－~；関；；口ω
図 3-3. 従事する業務内容
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（人）
その他 計
7 71 
8 54 
10 81 
11 89 
11 96 
47 391 
［先］
うことからは，企業内での認識・意識を明らかにする目的でこれらの調査項目
を挙げた。
(2) アンケートの集計および分析
卒業生が従事する業務を卒業年度別にみる（表 3-2 ，図 3 - 3 ）と，昭和
62年度卒において約 1 割以上を占めるのは「総務」， 「営業」， 「経理」で，
昭和63年度以降は「情報処理」が加わり（反対に「経理」が 1 割以下に，また
「総務J が減少してきている），平成 2 年度卒では「調査・企画」も 1 割以上を
占めるに至っている。
次に，業務別コンピュータ使用目的を， 「情報処理J , 「調査・企画J , 
「総務J , 「経理」， 「営業」の五業務で比較してみる（表 3 -3 ）。 「データ
入力」と「事務処理」では，どの業務においてもコンピュータがよく利用され
ており，具体的な目的では， 「会計・経理ソフト」の利用が経理業務で 7 割以
上と高く，また調査・企画，総務においても 2 ～ 3 割となっている。また「デー
タ解析」は，どの業務においても使用率が高く， 「会計・経理ソフト」と共に
これら五業務の共通の使用方法と言える。一方 「ソフトウェア開発J , 「プ
ログラミングJ , 「システム分析」については，情報処理業務において， これ
表 3 一 3. コンピュータ使用目的（複数回答）
表中の数字は（回答総数／標本数）× 100, ( ）内は度数
h；ぎて 情報処理 調査・企画 I~会巳、 務 経 理 営 業
データ入力 37.1(23) 70.8(17) 55.7(49) 69.0(20) 48.2(53) 
事務処理 38.7(24) 87.5(21) 81.8(72) 82.8(24) 66.4(73) 
プレゼンテーション 6.5( 4) 4.2( 1) 3.4( 3) 0.0( 0) 6.4( 7) 
会計・経理ソフト 17.7(11) 20.8( 5) 30.7(27) 75.9(22) 5.5( 6) 
データ解析 17. 7(11) 20.8( 5) 9.1( 8) 17.2( 5) 22.7(25) 
科学技術計算 0.0( 0) 0.0( 0) 1.1( 1) 3.4( 1) 0.9( 1) 
システム分析 41.9(26) 8.3( 2) 6.8( 6) 3.4( 1) 1.8( 2) 
ソフトウェア開発 62.9(39) 0.0( 0) 4.5( 4) 0.0( 0) 0.9( 1) 
プログラミング 69.4( 43) 4.2( 1) 9.1 ( 8) 10.3( 3) 0.9( 1) 
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表 3-4. 企業内教育の期間
（人）
情報処理 調査・企画 n。：；也、、 務 経 理 丹邑ι 業
受けていない 3 12 28 10 51 
1 週間以内 3 5 36 15 49 
1 カ月以内 7 5 6 3 7 
1 カ月以上 49 2 8 1 3 
4. 8 4.8 
情報処理
総務
6.4 2. 7 
業営
調査・企画
経理
口受けていない
図 1 週間以内
図 1 ヶ月以内
国 1 ヶ月以上
図中の数字は%
図 3-4. 企業内教育の期間
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らの使用率の高さが顕著に表れている。これらが高いのは，その業務の性質上，
当然ではあるが，卒業生の 2 割近くが情報処理業務に従事し，それらの目的で
使用していることは，社会科学系学部の教育を考える上において見逃せない事
実である。さらに 調査・企画業務における「システム分析J ，総務，経理業
務における「プログラミング」目的の使用が約 1 割あることも注意しておきた
しE 0 
この様な状況下，情報処理に関する企業内教育の現状について， 「情報処理
関係の企業内研修をどの程度受けたか」という質問の回答を基にみてみる（表
3-4 ，図 3 -4 ）。情報処理業務以外は「受けていない」が約 4 割と高い値
を示し，受けているとしても，総務，経理，営業は「 1 週間以内」に 4 ～ 5 割
と集中している。本学部で、行っている情報処理関係の演習経験 から，この
「 1 週間以内J の研修で，情報処理技術を習得することは，かなり困難であると
推測する。即ち，回答の「受けていない」と「 1 週間以内」の割合を合わせて
見ると，約 8 割の人が独学によりその技術を身につけなければならない現状に
あるといえ，情報処理以外の業務に従事する者が，卒業後，充分な情報処理教
育を受けることは時間的に かなり難しいのではないかという実態が伺える。
この実態を捉えれば，学部在学中にある程度の情報処理の知識と技術を身につ
けておくことが望ましいと言えよう。
「今後，企業内の情報化計画に関わると思うか」という質問の回答に「はい」
とした割合を見てみる（表 3-5 ，図 3 -5 ）。営業以外の業務では， 6 割以
上の人が「はい」と回答し，営業においても約半数が「はい」としている。で
は，具体的にはどのような点で関わると思うのかをみると（表 3 -6) ' どの
業務においても「システム分析・設計」 「マニュアル作成j を挙げる率が高
い。また調査・企画では「コンピュータ教育」が，総務，経理では「プログラ
ミング」が 2 割となっている。さらに現在の関わりと将来の関わりを比較する
と（表 3-7 ，図 3 -6 ），どの項目をみても増加すると予想しており，特に
「システム分析・設計」が17%から34% と 2 倍に増加すると予想している。学部
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表 3-5. 「今後，企業内の情報化計画に関わると思うかJ
「はい」
「いいえ」
業務
情報処理
調査・企画
総務
経理
営業
。
情報処理
61 
調査・企画
18 
6 
総務
51 
37 
20 40 60 
~ 「はいJ 口 「いいえJ
経理
18 
11 
80 
（人）
営業
52 
58 
100 
［別
図 3-5. 「今後，企業内の情報化計画に関わると思うかJ
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表 3-6. 情報化計画との関わり［将来］ （複数回答）
表中の数字は（回答総数／標本数）× 100, ( ）内は度数
下きそ 情報処理 調査・企画
関わる予定なし 1.6( 1) 25.5( 6) 
コンピュータ教育 24.2(15) 20.8( 5) 
プログラミング 56.5(35) 12.5( 3) 
システム分析・設計 74.2(46) 25.0( 6) 
マニュアル作成 45.2(28) 29.2( 7) 
ソフトウェア開発 61.3(38) 4.2( 1) 
そ の 他 27.4(17) 16. 7( 4) 
教育として期待される内容として「シ
ステム分析」が高率であったことから
も，経営計画，業務計画とコンピュー
タの関連性を捉えることができる基礎
教育が必要であるといえる。
「経済学部の情報処理教育として期
待する内容は何か」という質問の回答
の主なものを主要五業務についてみて
みる（表 3 -8 ）。 「コンピュータの
使用目的」で比較的高い率を示してい
た「会計・経理ソフト」と「データ解
務 経 理 戸邑比 業
42.0(37) 37 .9(11) 52.7(58) 
9.1( 8) 10.3( 3) 10.9(12) 
20.5(18) 20. 7( 6) 9.1(10) 
34.1(30) 34.5(10) 17.3(19) 
21.6(19) 24.1 ( 7) 21.8(24) 
11.4(10) 20.7( 6) 3.6( 4) 
8.0( 7) 3.4( 1) 7.3( 8) 
表 3-7. 情報化計画との関わり
［現在と将来］ （複数回答）
（人）
~ど 現在 将来
関わっていない 213 136 
関わる予定なし
コンピュータ教育 39 59 
プログラミング 80 82 
システム分析・設計 66 132 
マニュアル作成 70 108 
ソフトウェア開発 66 76 
そ の 他 27 39 
析」 （表 3 -3 ）は 3 ～ 5 割と高率である。 「システム分析」， 「ソフトウェ
ア開発J が比較的高率になっているのは，情報化計画への関わりで「システム
分析・設計」の割合が高くなっていたことと関連付けができると言え， これら
のことより経営計画，業務計画とコンビュータの関連性を捉えることができる
基礎教育が必要であると考える。さて， 「コンピュータの使用目的」で情報処
理業務以外は 1 割以下であった「プログラミング」 （表 3 - 3 ）は，情報処理
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内容
関わる予定なし 5. ~ 
35.~ . 
コン t。ュータ教育
7。ロゲうミンゲ
システム分析・設計
マニュアル作成
Pやや~NX!·~・ー
ソフトウェア開発陶磁縦お鍛；羽 17＇ワ 極叫圏H
。 10 20 30 40 50 60 70 
［先］
図中の数字は（回答数／標本数）× 100
図 3-6. 情報化計画との関わり［現在と将来］
表 3 ー 8. 学部教育に期待する内容（複数回数）
表中の数字は（回答総数／標本数）× 100, ( ）内は度数
匝と 情報処理 調査・企画 ：， 必也、 務 経 理 戸邑l4 業
プレゼンテーション 9. 7( 6) 8.3( 2) 3.4( 3) 17.2( 5) 13.6(15) 
ビジネスゲーム 12.9( 8) 8.3( 2) 5.7( 5) 10.3( 3) 8.2( 9) 
会計・経理ソフト 30.6(19) 45.8( 11) 50.0(44) 44.8(13) 40.0(44) 
データ解析 25.8( 16) 29.2( 7) 31.8( 28) 34.5(10) 32. 7(36) 
科学技術計算 6.5( 4) 8.3( 2) 3.4( 3) 0.0( 0) 3.6( 4) 
システム分析 32.3(20) 20.8( 5) 34.1(30) 34.5(10) 19.1(21) 
ソフトウェア開発 30.6( 19) 16.7( 4) 13.6(12) 17.2( 5) 9.1(10) 
プログラミング 54.8(34) 33.3( 8) 38.6(34) 51. 7(15) 31.8(35) 
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業務も含め，その他の業務でも 3 ～ 5 割と高くなっている。学部教育としてこ
れを必要な項目に挙げているのは，実践的な即戦力を養うことも必要であるが，
プログラミングにより基本的な考え方を学部の間に学び，進展する O A化に対
応できるような基礎作りが必要であると考えている傾向が伺える。
(3) 卒業生の学部情報処理教育への期待
企業内のO A化が進む中，当学部出身者もコンビュータに関わることが年々
増加し，それに対処する情報処理能力も必要不可欠となりつつある。特に，会
計・経理関係やデータ分析はコンピュータによる処理が常識となり，将来的に
は勤務先の情報化計画との関わりの中で システム分析やコンピュータ情報シ
ステムの設計に関わるであろうと考えている。しかし，企業内における情報処
理教育は，人員問題，仕事量，コスト等により，十分には行われていないのが
現状である。
現在，社会科学系学部で十分な情報処理教育が行われているのは希である。
しかし，卒業生に対するアンケート結果が示すように，ある程度の情報処理能
力を在学中に習得しておくことが強く望まれる。経済・経営系学部独自の専門
的な情報処理教育としては 共通に必要であると考えられる会計・経理ソフト
の習得，システム分析・設計およびデータ分析，さらに基本的な考え方を養成
するためにプログラミング教育が必要であるという結論に達する。
4. 情報処理専門教育カリキュラムの提言
卒業生の意識・要望より 経済・経営系学部における情報処理教育としての
主要な課題が表出したが これらをすべて在学中に習得するのは，時間的に相
当困難であり，たとえ，すべて学習するカリキユラムを立て実行できるとして
も，各課題を充分に習得できず専門性のないものになる可能性がある。 また，
現存する講義の内容を部分的に変更したり，一般のコンピュータ教材に多くを
頼るのでは十分な結果は期待できない。コンビュータの使用を前提として，そ
れぞれの分野ごとにカリキユラムを根本から考え直す必要がある O (4-2 ）そこで，
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専門性を高める意味も含めて，主題別にコース分けをすることが有効であろう。
ここに，学部の専門性も考慮し，王要な主題を以下のようにコース分けするこ
とを提言する。
①会計・経理情報化コース
②データ分析コース
③システム分析・設計コース
④生産・マーケテイング情報化コース
⑤プログラミングコース
但し，これらのコースに入る前に，情報処理に関する導入部分，並びに全て
のコースに共通する基礎的な部分 つまりコンビュータ・リテラシーに関する
課題は習得済みとする。
これらのコースでは，理論的講義と実践的演習を並行し，それぞれが対応性
のあるものとする必要がある。そのためには多くの大学教員が各専門分野にお
けるコンピュータの利用状況に直接触れ それを熟達する必要がある。（ 4 -3 ）つま
り，大学教員がコンビュータの使い方からアプリケーションソフトの使い方な
ど数多くのことを準備しなければならないことになる。さらに，これらのハー
ドウェア，ソフトウェアの変遷は極めて速い。そのため これらの準備にも常
に時間が取られるという問題が生じるであろう。また実践的演習には，設備並
びに人員面で大きな制約がある。これらの問題の解決策としては，教育補助シ
ステムとしての CA I の活用を促進する必要がある。この C A I の活用は，学
生聞の初期能力の差や学習進度の差を補つ役割も果たすと考える。
さらに各コースは，主題の知識と理解について基礎的な成果目標を達成させ
るため，厳密なやり方で設計する。 これは，実践的演習へのCA I システム
の導入が容易になることにもつながるであろう。
また，各専門コースの設定と， CA I システムの導入は，時間的に制限のあ
る社会人への再教育の手段として利用できる点においても有効であると考える。
以上，卒業生の意識，要望より表出した課題を基に，その時間的，人的制限
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から，専門教育としての情報処理教育を主題ごとにコース分けし， C A I など
の設備の支援の下に行うことを提言した。今後，この方法の実行可能性も含め，
コース編成のために各コースの課題分析，実行目標の明確化，教授系列の設計，
メディアの選択と利用方法等（4-5 ）を検討することが必要であると考える。
5. 結言
本稿では，第一に，専門分野における情報処理教育の背景として，まず初等・
中等教育での情報教育の現状，とりまく環境，今後の展望を述べ，次に他大学
の経済・経営系学部の現状，本大学，学部での現状を述べた。
第二に，経済・経営系の情報処理教育のカリキュラム及び教育方法の検討を
行うため，卒業後 5 年以内の卒業生に，コンビュータ使用状況と学部教育への
期待内容等に関するアンケートの結果分析を行い 以下のことが表出した。
－情報処理業務に就く割合が高い
－会計・経営関係やデータ解析はコンピュータによる処理が常識
．企業内で十分な情報処理教育を受けることは現状では難しい
－将来的にはシステム分析やコンピュータ情報システムの設計にも関与する
．基本的な考え方を育成する上でもプログラミング教育が必要
第三に，これらの分析結果より教育理念と教育体系が調和したカリキュラム
編成を目論み，複数の専門コースの設置を提言した。また， これらを実践的に
するためには， CA I システムの活用が有効で、あると考えた。この C A I シス
テムの内容及び活用方法も含めて今後の課題は多いが 複数の専門コースを設
置することを骨格としてさらに検討を重ねていきたい口
最後に，アンケートに協力して頂いた多くの本学部卒業生に深く感謝します。
注
(1-1) 文部省教育改善実施本部編：情報化の進展と教育一実践と新たな展開一， pp.
11-14，ぎょうせい， 1990. 6. 
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(1-2) 1 ）般若裕子，上木佐季子，太田雅晴「経済・経営系学部における情報処理教
育（ 1）」，富大経済論集， Vol.38, No.1 , pp.51-101, 1992. 
2 ）般若裕子，上木佐季子，太田雅晴「経済・経営系学部の情報処理教育の現
状と課題：学生アンケート分析による考察」，オフィス・オートメーション，
Vol.13, Nu 4, pp. 73-76, 1992. 
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